
レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ -3.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ -3.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪市　東淀川区菅原2丁目2-104号　

氏名
飯田繊工株式会社

取締役社長　上田　純

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 11繊維工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
繊維（ニット生地　織物生地）の染色加工　仕上加工業。主体は丸編ニットであり、素
材は綿、エステル100％、エステル／綿、ナイロン／綿　ポリウレタン混が主体。一部
経編　織物の加工。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,038 5,203

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 5,167 5,336

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

○ｴﾈﾙｷﾞｰの削減の対策で実施した内容の効果を検証する為PDCAを実施することを継続する。
○毎月ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議を開きｴﾈﾙｷﾞｰ削減の提案を行い承認をもらう体制を継続していく。
○提案制度においては社員より省ｴﾈに対する提案を吸い上げ効果が期待されるものは
　実施されるよう推進していく。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

取組　○ISOプロジェクト会議で目標を決めｴﾈﾙｷﾞｰ削減にあたっている。
　　　○染色機の蒸気バルブ保温を順次実施し、ｴﾈﾙｷﾞｰ削減を図っている
　　　○工場内照明をLED化していく計画を立て20灯実施。
　　　○11kWﾓｰﾀ10台についてｲﾝﾊﾞｰﾀ化を実施。
増加の要因
　　　○受注製品の変化で加工工程が複雑化してきていて染色時間が長くなってきているのと、加工工程が多くなってきていて機械
の稼働時間が長くなり使用量が多くなった。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 6.2 ％ ％ ％

％ 6.1 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目

氏名
イオンモール株式会社

5番地1 代表取締役社長　吉田　昭夫　

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 69不動産賃貸業・管理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要

大規模地域開発及びショッピングモール開発と運営
（2018年2月現在、国内外203店舗を管理運営（プロパティマネジメント店舗も含む）し
ている。
※2016年3月に子会社化した都市型ファッションビル事業を展開する(株)OPA等の関連会
社を含む。

不動産売買・賃貸・仲介［国土交通大臣(2)第7682号］

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 16,891 15,860

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 17,975 16,895

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 売場面積×営業時間

(2)推進体制

全社でISO14001を取得し、環境管理責任者を本社に置き、毎月CSR会議を社長主催で開催。又、各モールにおいてはゼネラルマネー
ジャーを実務責任者としてISO・省エネ推進体制を確立し、テナント、関連会社と協力し本体制を継続維持していく。

イオンモールりんくう泉南、堺北花田、鶴見緑地、四條畷、堺鉄砲町は通年オープンしたため、営業時間を4392Ｈ（365日×12Ｈ）と
する。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

りんくう泉南のGeM2運用、堺北花田のPAC更新工事による運転量の抑制、鶴見緑地での館内LED照明化完了、堺鉄砲町の後方排気ファ
ン間引き運転実施、四條畷の空調時間帯の見直し等による省エネ対策によって原単位削減率が8.4％となった。今年度も省エネルギー
システムの導入、共用部ＬＥＤへの切り替え、空調照明機器の省エネルギーに配慮した運転を行い省エネルギーを推進していく。



レ

レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.1 ％ 6.2 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ 6.6 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府池田市城南1-1-1

氏名
池田市

池田市長　　冨田　裕樹

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
地方自治法に基づき、住民の日常生活に直接関係する事務及び事業を包括的に処理す
る。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 41,496 38,951

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 43,777 40,904

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

「池田市環境にやさしい行動推進本部」により、全庁的な取り組みの推進を図ります。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

庁舎内のLED化を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務センターに
おいて太陽光発電システムを設置し、発電した電力を利用した。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.1 ％ -3.4 ％ ％ ％

3.0 ％ -3.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府貝塚市窪田277

氏名
池藤織布株式会社

取締役社長　池藤　悦男

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 11繊維工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 繊維業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 7,200 7,262

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 7,682 7,737

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産量

(2)推進体制

省エネルギ－推進管理組織により、省エネを推進する事で温室効果ガスの排出を抑制していく。　　　　　　　　　社内にはコンプ
レッサーの稼働状況を主に情報共有を図っている。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

2018年度はコンプレッサーの台数制御稼働の状況を注視し、適正・省エネな稼働ができるよう設定しました。　　　ガスコンプレッ
サーから電気コンプレッサーに変更したため、排熱利用が減ったため削減率が悪化した1要因になった。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ 3.0 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ 3.0 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
泉大津市東雲町9-12

氏名
泉大津市

泉大津市長　南出　賢一

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
泉大津市域内の市立病院・幼稚園・小中学校・図書館・福祉施設等各施設の設置管理、
道路・公園・上下水道等の生活環境の整備など地方自治法に基づいて、住民の日常生活
に直接関係する事務を包括的に処理する。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,592 6,397

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 7,271 7,056

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

本市では、「地球温暖化対策の推進に関する実行計画」に基づく推進対策として、副市長を委員長、教育長及び各部局長を委員とす
る実行計画推進委員会を設置している。環境担当部長を実行計画推進管理者、各課長を実行計画推進員として配置し、市全体として
実行体制及び進行管理体制を確立している。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

　平成30年度は、基準年度より総排出量が減少した。平成30年度は、一部で電力供給業者が変更となったこととが主な要因と思われ
る。今後も市全体としてエコオフィスを推進し、成果がえられるよう努力する。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ 1.6 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ 1.7 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府泉佐野市市場東1-295-3

氏名
泉佐野市

市長　千代松　大耕

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
　本市（住基登録数100,596人・平成31年3月末現在）地域内の、小中学校、図書館、福
祉施設等各種施設の設置管理、道路、公園、上下水道等の生活環境の整備、など、地方
自治法に基づいて、住民の日常生活に直接関係する事務を包括的に処理する。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 9,287 9,147

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 10,426 10,252

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

　倹約型簡易環境マネジメントシステム『ISオリジナル』を策定し、市長以下が参集する部長会議にて計画・取組内容の報告を行
い、削減目標や改善点について議論しています。その後、各部長から、担当する各課長へ、各課長から課職員への周知、徹底が行わ
れ、全庁的な省エネ推進体制の実施を図ります。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

　台風21号の被害による停電により、非常電源設備を稼働したため燃料の使用量の増加や災害発生当初から約1ヶ月間の災害対策本部
の開設、罹災証明の受付発行業務等により、通常業務時間以外の開庁時間の増加に伴い9月のエネルギー使用量は増加しました。しか
し、年間を通して昼休みや不使用時のトイレ等の共用スペースの照明を消灯するなど、職員の省エネ努力により温室効果ガス排出量
は前年度と比較すると削減することができました。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ 16.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ 15.9 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
泉佐野市６７８０番地

氏名
泉佐野市田尻町清掃施設組合

管理者　　千代松　大耕

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 88廃棄物処理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
泉佐野市域及び田尻町域の一般廃棄物処理場・し尿処理場の運営、事務事業を行ってい
る。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 18,618 15,594

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 19,209 16,172

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

毎月１回省エネ対策委員会を開催している。会議内容は、各事業所のエネルギー使用実績及び使用量のチェック、使用量が増加傾向
にある場合の原因究明、各事業所における省エネ対策の立案及び実施している省エネ対策の経過報告などを議題としている。会議内
容は組合職員や運転管理委託業者職員に報告され全体的な取り組みを行っている。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

第一事業所（し尿処理場）では、昨年同様サンデーシステム（日曜日の運転停止）を継続しており、施設運転時の電気使用量が削減
できていることにより、温室効果ガスの削減につながっていると考える。また、第二事業所でも若干であるが電気使用量の削減を図
るため昨年同様照明器具（水銀灯含む）のLED化を継続している。



レ

レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ 1.5 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ -0.5 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府和泉市府中町二丁目7-5

氏名
和泉市

和泉市長　辻　宏康

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
地方自治法に基づき、本市地域内の教育・子育て・福祉・インフラ整備といった住民の
日常生活に関する事務及び事業を包括的に処理しています。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 15,993 15,760

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 18,106 18,190

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

・和泉市は環境への影響を優先的に配慮し、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な循環型社会の実現を目指すため、本市の組
織が行う事務事業における環境負荷の低減及び環境保全の推進を図る独自の環境マネジメントシステム導入しています。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

夏季及び冬季において冷房及び暖房の使用による電力使用量の増加があったが、他の燃料の使用が少しずつ減少し、全体的には前年
度と比べると温室効果ガスの排出量が減少しました。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.1 ％ 1.4 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ 1.3 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市西成区花園南1-4-4

氏名
イズミヤ株式会社

代表取締役　四條　晴也

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 56各種商品小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 衣料品、食料品、住居関連商品を取り扱う総合小売業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 47,227 46,580

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 53,938 53,271

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

店舗においては、店長又は店次長クラスの人を店舗環境責任者とし、店舗の環境取組について本部からの連絡及び店舗での環境取組
を推進するための体制を整えている。温室効果ガス排出抑制については、まずは、人海戦術でCO2削減（不要な電気の消灯、エアコン
の設定温度の厳守、ショーケースの管理など）を行う。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

2018年度新店オープンの住道店、庄内店では、省エネ取組としてLED電球の導入、扉付き冷凍ショーケース、省エネ制御機器の冷凍・
冷蔵ショーケースを導入した。その他、改装店舗（稲田新町店、今福店、上新田店）でも扉付き冷凍ショーケース及び冷凍・冷蔵
ショーケース（省エネ制御機器）を導入した。全店舗において、消費電力の少ないPOSレジへの入れ替えも行った。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.1 ％ 8.3 ％ ％ ％

3.8 ％ 8.1 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都渋谷区本町3-47-10

氏名
株式会社伊藤園

代表取締役社長　本庄大介

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 9食料品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
茶葉及び飲料の製造・販売を行っており、全国に198ヶ所営業拠点を展開し、大阪府内で
は13拠点が営業活動を行っている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 1,548 1,444

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 1,605 1,500

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪府内拠点の総売上数量

(2)推進体制

当社では、グループの「環境方針」を柱にISO14001に基づく環境マネジメントシステムを運用して、環境活動を継続的に推進してお
ります。拠点部門においても地球環境に配慮した営業活動をテーマに安全運転・エコドライブの実施を行っております。

１ケース２４本入計算

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

原単位ベースによる削減率は売上ケース数量の増加により、基準年度と比較して8％削減できた。温室効果ガスの総排出量は、基準年
度と比較して車両総台数が２７５台→２５８台と減少したことにより総排出量削減出来た。事業所内の電気使用量の削減や、エコド
ライブ推進により更なる改善に努めたい。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 3.0 ％ -4.5 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

3.0 ％ -3.7 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都中央区日本橋二丁目５番１号

氏名
株式会社イトーキ

代表取締役社長　平井　嘉朗

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
主に、オフィス家具の製造及び販売を行っており、大阪府下には１つの工場と、４つの
オフィスビル（自社ビル２、テナント２）と物流センターが１箇所あります。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,268 3,413

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 3,686 3,822

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

工場部門については、環境会議を年２回実施し、組織的な管理体制によるエネルギーの監視、改善を行っています。また、「より多
くの社員が省エネの専門知識を持って自発的に活動すべきである」という考えのもと、法で定められた基準を上回る人数のエネル
ギー管理員を育成し、一人ひとりが身につけた省エネ技術を各部門での日常管理・改善業務に生かしています。
オフィスビル・物流センターについては、各ビル/センター毎に担当者を決め省エネチェックを実施する等、在籍者全員で省エネ、省
資源等の環境活動に取り組んでおります。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

工場では生産再編に伴い、稼動停止していた塗装ラインを再稼動したためエネルギー使用量が増加しましたが、冷媒機器の更新と事
務所照明のLED化を計画的に実施、設備停止時の電源OFF、エネルギー監視システムの導入による見える化、共用部分の人感センサー
による自動消灯等、運用面での省エネ施策を継続して実施しています。
オフィスビルではクールビズ・ウォームビズの実施、不要照明の電源OFFの徹底等を継続して実施しています。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.1 ％ -3.1 ％ ％ ％

3.0 ％ -3.0 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
東京都千代田区二番町８番地８

氏名
株式会社イトーヨーカ堂

代表取締役　　三枝　富博

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 56各種商品小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する者

事業の概要 衣料品・住居関連商品及び食品を販売する総合小売業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 25,192 24,841

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 28,202 27,768

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 延床面積×営業時間

(2)推進体制

株式会社イトーヨーカ堂は、セブン＆アイHLDGS.の総務部環境と連携しながら、グループの方針に基づく環境保全活動計画を策定する
とともに、テーマ別に設定した担当部門が各店舗への教育･管理に取り組みながら「目標の設定（Plan）、実行（Do）、検証
（Check）、改善（Action）」というサイクルに沿った環境マネジメントを徹底しています。

各店舗では、店長、管理統括マネジャー、食品統括マネジャーが主体のもとグループの方針に基づき常駐しているエネルギー管理会社
と連携をしながら管理・運用を徹底しています。

【基準年度における実績】
全事業所合計の延べ床面積390千㎡×全事業所合計の年間営業時間23千時間＝8970

【第1年度における実績】
全事業所合計の延べ床面積390千㎡×全事業所合計の年間営業時間22千時間＝8580

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

基準年度(2017年度)の原単位に対して、省エネ法と同様に年平均1.0%の削減目標を設定し、計画期間終了年度までに3.0%の削減目標を
設定しておりました。当該年度の実績としては、原単位ベース及び平準化補正ベース共におおよそ3.0%悪化の結果となりました。
悪化の要因としては、東大阪店が2019年2月17日をもって閉店となったこと、府内5事業所中の1事業所にて1日当たりの営業時間が1時
間短縮となったことにより、原単位の指標として設定している年間営業時間が減少したことが主な理由です。

参考として、排出量ベースでは1.4%改善、平準化補正後の排出量ベースでは1.5%改善、原油換算量ベースでも1.4%改善の結果です。



レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 2.5 ％ ％ ％

3.0 ％ 2.6 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府堺市美原区木材通2-2-87

氏名
井上軸受工業株式会社

代表取締役社長　井上　徹

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 玉軸受・ころ軸受製造業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 11,430 10,828

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 12,603 11,924

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 粗付加価値額

(2)推進体制

①省エネルギー委員会で課題の展開
②部署別方針で生産効率向上課題の取組み

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

①富田林工場、美原第一・第二工場エアー漏れ箇所の改修　20箇所　7.2ｔ-CO2/年削減。
②スピンドルエアー消費量の削減（ECO仕様）　5.7ｔ-CO2/年削減。
③油圧装置のインバーター化（超仕上盤5台）　3.4ｔ-CO2/年削減。
④富田林工場　Hf灯→LEDへ更新　147灯　10.2ｔ-CO2/年削減。
⑤富田林工場　空調GHP→EHP化（A棟1F北側、B棟1F北側）　66ｔ-CO2/年削減。



レ

レ

2018 年 4 月 1 日～ 2021 年 3 月 31

2017 )年度 2018 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2020 年度) (2018 年度) (2019 年度) (2020 年度)

レ 6.2 ％ -4.2 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

6.2 ％ -5.2 ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

（ ）

実績報告書

届出者 住所
大阪府茨木市駅前三丁目８番13号

氏名
茨木市

市長　福岡　洋一

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要

本市（人口 282,232 人：平成30年8月31日現在）地域内の
・廃棄物処理等のサービス提供
・小中学校、図書館、福祉施設等各種施設の設置管理
・道路、公園、上下水道等の生活環境の整備
など、地方自治法に基づいて、住民の日常生活に直接関係する事務を包括的に処理す
る。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 84,144 87,660

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 86,542 90,972

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

(2)推進体制

・副市長を環境管理責任者とする環境管理推進組織を設置し、ISO14001の知識やノウハウを活かしたＰＤＣＡサイクルにより「エコ
オフィスプランいばらき（第５版）」を推進することで、全庁的に温室効果ガスの排出抑制に取り組む。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成30年度について、大阪北部地震により廃棄物の処理量が例年より増加したことで、処理する際に二酸化炭素を多く排出するプラ
スチックの処理量が増加し、温室効果ガスの排出量が昨年度より増加した。
また、陶器類の処理が増加したことで、石炭コークスの使用量も増加し、温室効果ガス排出量の増加の一因となっている。


